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地域経済格差の正しい理解のために (2) 
地域間格差を相対評価する回帰偏差値

日下部員

先回は、戦後日本の行政投資や県民所得の地域

格差の度合いを、変動係数と規模の効果の変動と

いう視点で検討してみた。今回は、そのような地

域格差をどのように適切な表現方法で表すことが

可能であるか、従来の(1人当たりの値)という

数値に代えて、残差分，析におけるスチューデ、ント

化残差に相当する〈回帰偏差〉によって相対評価

がより適切に表現可能であることを述べてみたい。

本論では、従来、モデルへの適合性や予測に用い

られてきた回帰分析を相対評価に用いることにな

るので、伝統的な統計学の手法としては全く異端

的な方法であり“回帰分析の邪道、誤用"の熔印

を押されかねないが、極めて実用的かっ有効な手

法であるので虚心坦懐に読んで批判していただき

たい。

4 相対評価をどのように定義するか

都道府県の統計指標を見るとiかなり多くの指

標(例えば病院数、県民所得、土木費ほか)が(人

口当たりの値)で表されている。そしてその値と

同時に、人口当たりの値の大小によって順位付け

がなされている。例えば『統計でみる県のすがた』

に載っている約450項目の指標では、人口の最も少

ない鳥取、島根、高知の3県のいずれかが 1位か

最下位の47位になっている場合がかなり多い(455

指標項目の内95項目)。ということは、(人口当た

りの値〉で表されている値は、単なる人口効果を
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表しているだけで、私達が本当に知りたい一“その

指標についての地域力"を表しているのではない

ことに気付かされる。つまり、地域間比較として

従来慣用的に用いられてきたく 1人当たりの値〉

は、相対評価としては不適切に感じられるのであ

る。

実例を示してみよう。先回議論していた県民所

得は人口に対して下に凸の強い規模の効果を持つ

ことを示した(先回の図6と図7)。ということは、

人口が大きい地域は当然(1人当たりの県民所得〉

が大きくなることを意味する。縦軸に(1人当た

りの県民所得)、横軸に〈人口(実数))を取って

表すと図10になる。

図10は強い正の相関を示しており、(1人当た

りの県民所得)をランク付ければ人口が大きい地

域が上位になってしまうことは明らかである。こ

の時に表されている〈一人当たりの県民所得)は、

実は、(人口に対する県民所得の規模の効果)と

(県民所得についての地域力)が混みになって表

されているのである。

行政投資について見てみよう。行政投資と人口

の実数での相関、両対数変換での相関を図11、12

に示し、(1人当たりの行政投資)と(人口)との

相聞を図13に示す。

先回述べたように、行政投資は1960年代を除け
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などはすべて、人口に対して上に凸の傾向を示す

ので状況は行政投資の場合と全く同じである。従

って、このような財政論議の核心的指標は人口が

小さい地域が必然的に大きくなってしまって、単

なる統計操作として「都市対地方の構図」が作ら

れてしまうのである。

ば上に凸の傾向を示すので(1人当たりの行政投

資)の値は当然人口が小さい地域が大きくなるは

ずで、図13を見て明らかなように(1人当たりの

行政投資)と(人口)との相関は負になるのであ

る。地方交付税論議や市町村合併論議において議

、論の大きな柱になる公共事業費、基準財政需要額

1人当たり県民所得と人口との関係図10
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図12 行政投資と人口との関係(両対数変換)
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図13 1人当たり行政投資と人口との関係

500 

地域指標は指数関数的性格を持っと考えられる

から両対数変換して回帰分析を行うことがより適

切である。図12に示した人口に対する行政投資の

回帰は何を意味しているのであろうか。この場合、

決定係数は0.8648であるから行政投資の変動の内、

約86%を人口要因が説明できることを表している。

それでは、今まで残差としてしか扱われてこなか

• • • a. 
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人口(万人)

った残りの変動成分は単なる誤差であろうか?人

口要因を取り除いた残差の部分にこそ、それぞれ

の地域独自のその指標についての力が表されてい

ると考えられるのである。つまり、線形回帰が(そ

の指標の人口に対する規模の効果)を表しており、

回帰直線から観測点までの距離が(その指標につ

いての観測点自体の力)を表していると考えるこ
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とができるのである。

この距離を統計学的な標準化された量として表

現できれば相対評価の値として用いることが可能

になる。実は、このような量は統計理論として確

立されており、スチューデント化残差 (Studen-

tized residual)として知られている。

5 相対評価としての回帰偏差

(1) 回帰偏差値の概念と手法

図12に表した両対数変換後の行政投資と人口の

分布は、1 実数での分布に比べて観測点聞の距離は

変わっているが、相互の位置関係は保たれたまま

である。従って、分布としては同型で、線形近似

化され分散が安定化されたことになる。それでは、

どのようにすればこれらの観測点を相対評価に耐

え得る値にできるであろうか?それは、両対数変

換値に引いた回帰直線上の点を基準点として考え

ることである。つまり回帰直線を基準として、回

帰直線による予測値から各観測点間の距離、つま

り残差(偏差)を相対評価の値として用いること

である。しかし、統計学的には分布の中心である

平均値からずれるにつれて分散が大きくなること

が知られており、このような分布を、分布の同型

性を保ったまま平均O、分散 1の分布に変換する

とよい。これが影響力係数を用いた変換で、統計

学的には“残差のスチューデ、ント化 (Studentized

residual) "とじて知られている (Myers 1990， 

Weisberg 1985， Cook and' Weisberg 1994， 

1999)。

直感的に分かりやすく表現すると図12の分布図

で、回帰直線がx軸になるように、やや右回転さ

せ回帰直線上の横長い楕円状の観測点の分布をx

(人口)の平均値上に投影して、その分布が分散

し平均Oになるように押し縮めてやる変換であ

ると考えればよい。分布の同型性を保ったままの
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変換であるから厳密には正規分布とは言えないの

であるが、標本数が多いと独立性の欠知を無視し

でも差し支えないので、互いに独立に正規分布に

従うと見なしでもよいと言われている (Chatter-

jee and Price 1977)。このスチューデ、ント化残差

は尺度フリーで、基準化しない残差よりも客観的

であると評価され、今日では残差分析として広く

普及している (Myers1990)。

(2) 回帰偏差値を求める手順

相対評価としての回帰偏差の基本的な考えは、

人口規模から期待される行政投資からの現実の行

政投資の残差を客観的に基準化することにある。

そして、この期待される行政投資というのが人口

への 1次回帰によって説明される値、つまり 1次

回帰式によって推定される予測値である。基準化

の方法は、回帰分析で得られた標本回帰直線から

の残差 (dyx)を、回帰分散分析表の不偏分散の推

定値の平方根 (s)と影響力係数(leveragecoeffi-

cient) (h)を用いた値で基準化する。影響力係数

(leverage coefficient). (h) と基準化した偏差

(SR)は、以下の式で求められる。

hl=l/n+ (XI-X)2/ :Ex2 

SR = dyx/ (sYX行二百)

hi:都道府県(i)の影響力係数(ハット行列

の対角要素)

X1:都道府県(i)の人口の対数値(独立変数)

X:都道府県人口の対数値(独立変数)の平均

X =X;-X 

n:都道府県数(標本数)

dyx: =yーを(回帰直線からの偏差)

Y:行政投資の対数値(従属変数)

Y:回帰直線に基づく Yの推定値

SYX =..j :E d2yx/ (nー2) 回帰による誤差分

散の不偏推定量の平方根



この方法については、例えばSokaland Rohlf 

(1973)やMyers(1990)、Cookand Weisberg 

(1999) ， Draper and Smith (1998)を参照する

とよい。

通常の正規分布に基づく偏差値が一般に流布し

ているのと同じように、平均50、分散10の偏差値

で表した方が統計学にあまり通じていない一般に

は分かりやすいと考えられる。従って、この基準

化残差 (SR; Studentized residual)を10倍し50

を加えると、得られる値は、平均50、分散10の統

計量になる。このような量を従来の正規分布に基

づいて導かれた偏差値、すなわち“正規偏差値"

に対して、回帰分析によって導かれた偏差値とい

う意味で“回帰偏差値"(R-score)と呼ぶことに

する。

この回帰偏差値は異質な属性(例えば、人口が

違うとか、 GDPが違うとか、体重がちがうなど)

を持つ対象からの統計指標を相対評価することが

できるので大きな有効性・有用性を持っている。

まず、回帰偏差値は、回帰分析における残差分

析として統計学的理論付けが十分行われている。

通常の回帰分析(Draperand Smith 1966， Sokal 

and Rohlf1973， Chatterjee and Price 1977，広

津 1992)では、残差の分析・評価は回帰から外

れた外れ値を検出するのに用いられてきただけで、

筆者が提案しているように偏差値化して相対評価

に用いる手法は未だ例を見ない。基準化した偏差

は標本数が多いと正規分布 (0，1)にほぼ従う統計

量と見なしてよいので (Chatterjeeand Price 

1977)、原理としては、様々な試験などで従来用い

られてきた正規分布に基づく Zスコア (Zscore) 

を平均値50とした通常の偏差値と異なることはな

い。特に本論で考察しているような、地域間格差

の相対評価を考える際には有効かっ有力で、ある。

この回帰偏差値の手法は、すべての回帰分析にお

いて適用することが可能で、ある。本論では、人口

だけへの 1次回帰を考えていたが、重回帰でも回

帰偏差値の考え方は有効である。多くの地域指標

は人口と同様に県内総生産に強い効果を受けると

考えられるので、人口と GDPへの重回帰からの

標準化残差を相対評価にするのが最適であると考

えている。

このような回帰直線を利用した方法は、回帰直

線から外れた2、3の異常点に大きく左右される

傾向にあるから危険性が大きいという批判が考え

られる。しかし、そのための残差分析であり、こ

の残差を影響力係数を用いて有効利用した回帰偏

差値である。従来の(人口当たり)という慣用的

手法に従って“暗黙の内に"非線形効果を含んだ

相対評価を行って過大評価をしたり過小評価をし

て意味のない順位付けを行い都市対地域という歪

んだ印象を与えているいることの方が、回帰偏差

値の危険性よりももっと危険である。

また、回帰偏差値は偏差値であるから、尺度フ

リーであり、従って、回帰偏差値の平均値や総和

として異質な指標を混みにした総合的な相対評価

を行うニとも可能であり、さらに多変量解析へ展

開可能となる。これは、一般の学力についての正

規分布に基づく偏差値と同様のことで、ある学生

の個別科目の偏差値の総和を取って全体の学力と

見なす方法と同じことが可能である。しかし、従

来の(人口当たりの値)では、異質な指標問，では

規模の効果がそれぞれに異なるであろうから、回

帰偏差値で可能であるような総和をもって総合評

価とするようなことはできないのである。従来、

多用されてきている、いわゆる“総合指数"が、

全体的に類似的な意味のないような指数になって

しまっているのは、正や負の規模の効果を持つ指

標を混みにして扱うために地域特性が相殺されて

しまって意味のない“総合指数"になってしまっ
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ているのである。

6 回帰偏差による地域格差の相対評価

回帰偏差値を実際に計算するには、例えば、県

民所得と人口を両対数変換する。変換した県民所

得の人口への回帰直線を定め、回帰直線からの偏

差を基に影響力係数で補正した偏差(スチューデ

ント化残差)でもってその観測点の偏差とする。

残差分析においてスチューデント化残差として計

算する統計計算ソフトもある。通常の正規偏差値

と同様にこの偏差を10倍して50を加えると偏差値

となる。対数変換しているのは分散を安定化する

ためである。また、回帰直線を求めるにはできる

だけ加重頑健性回帰分析に基づくのがよい。

一般に理解しやすい言葉で言うと、観測点の人

口規模で期待される県民所得が回帰直線から得ら

れる。この点から観測点までの偏差を標準化する

ことである。回帰直線上に観測点が丁度乗ってい

表1 県民所得と行政投資の1人当たりの値による相対評価

順位 1960 1970 1980 1990 1999 
県民所得 l人当たりの 1 東尽 89.85 東ぷ 83.41 東尽 75.14 東尽 84.71 東尽 73.86 

上位10県 2 大阪 79.87 大阪 74.67 大阪 66.21 愛知 66.52 愛知 62.59 
3 愛知 73.12 愛知 67.28 愛知 61.30 大阪 63.66 大阪 58.39 
4 神奈川 67.04 神奈川 66.24 神奈川 60.93 神奈川 61.08 埼玉 57.73 
5 兵庫 66.35 京都 61.89 富山 56.95 千葉 59.54 神奈川 57.52 
6 京都 62.97 兵庫、 60.90 広島 56.89 埼玉 57.23 滋賀 56.88 
7 広島 59.29 広島 59.59 栃木 56.87 滋賀 56.69 千葉 56.64 
8 静岡 57.60 静岡 57.42 京都 55.76 茨城 55.90 栃木 55.93 
9 山口 57.00 千葉 56.32 茨城 55.36 静岡 55.57 静岡 54.66 
10 石川 56.48 埼玉 56.25 埼玉 54.64 栃木 55.07 群馬 53.90 

1人当たりの 38 両知 42.27 福島 41.15 大分 45.17 岩手 42.61 熊本 44.66 
下位10県 39 福島 40.42 佐賀 40.92 愛媛 44.78 青森 42.18 和歌山 43.94 

40 島根 39.96 大分 38.97 山形 44.58 佐賀 42.01 青森 43.77 
41 大分 38.63 青森 38.73 岩手 41.90 島根 41.90 島根 43.44 
42 青森 38.08 岩手 38.67 青森 40.72 和歌山 41.52 愛媛 42.88 
43 宮崎 37.34 熊本 38.47 宮崎 40.70 長崎 39.19 高知 42.34 
44 長崎 36.12 長崎 38.08 鹿児島 40.67 鹿児島 39.19 長崎 41. 77 
45 熊本 35.17 宮崎 38.00 長崎 40.55 高知 39.03 鹿児島 41.13 
46 岩手 34.90 島根 36.99 島根 38.66 宮崎 37.98 宮崎 41.13 
47 鹿児島 32.15 鹿児島 32.52 沖縄 38.56 沖縄 37.75 沖縄 38.26 

行政投資 1人当たりの 順位 1960 1970 1980 1990 1999 

上位10県 1 愛知 92.29 北海道 74.07 新潟 74.02 島根 71.47 島根 94.05 
2 山梨 88.41 千葉 70.23 北海道 72.45 高知 67.54 高知 79.43 
3 三重 88.29 高知 62.97 島根 71.41 北海道 64.60 徳島 77.70 
4 宮崎 76.09 徳島 61.77 高知 67.43 鳥取 61.87 鳥取 76.15 
5 滋賀 76.07 富山 60.94 岩手 66.50 福井 60.22 北海道 68.09 
6 奈良 73.13 新潟 60.91 鳥取 66.45 東京 59.52 岩手 63.71 
7 鳥!取 65.88 兵庫 57.02 沖縄 59.58 長野 58.35 山形 63.30 
8 福井 64.62 大阪 56.40 佐賀 57.43 佐賀 57.95 石川1 62.08 
9 北海道 62.65 福井 56.31 青森 56.04 富山 57.24 山梨 61.01 
10 大阪 57.88 鳥取 55.71 山梨 55.75 山汗5 57.21 秋田 61.00 

l人当たりの 38 愛媛 37.15 広島 44.09 岐阜 42.99 奈良 43.16 奈良 37.39 

下位10県 39 福岡 36.70 福島 43.91 奈良 41.03 神奈川 42.02 京都 37.20 
40 鹿児島 35.02 山口 43.17 埼玉 39.84 千葉 41.96 茨城 37.05 
41 佐賀 35.02 静岡 43.10 三重 39.41 静岡 40.67 福岡 34.51 
42 埼玉 33.11 熊本 42.19 京都 37.65 京都 39.26 東京 34.20 
43 香川 32.90 青森 41.86 東京 36.76 栃木 38.76 愛知 32.05 
44 群馬 32.00 鹿児島 40.71 静岡 35.86 愛知 38.41 大阪 27.70 
45 栃木 29.02 群馬 38.12 愛知 35.65 大阪 37.45 埼玉 27.54 
46 熊本 28.71 長崎 37.00 神奈川 34.89 埼玉 36.77 千葉 23.91 
47 茨城 27.56 京都 35.71 大阪 32.84 福岡 34.73 神奈川 23.73 
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れば偏差はOで、従って偏差値は50である。回帰

によって期待される以上に得点が良ければ正の偏

差を示し、悪ければ負の偏差を示す。つまり、人

口規模で期待される所得以上に高いのであればE

の偏差、期待されるより低ければ負の偏差となる

のである。このような回帰偏差を評価に用いる試

みは大友(1997)や Pilbeam.and Gould (1997) 

らによってなされているがここで述べるように数

学的に基礎付けられてはいなかった。

県民所得と行政投資を従来の(1人当たりの値)

で表 1に表す。また、県民所得と行政投資を回帰

偏差値で相対評価して表2に表す。(1人当たり

の値〉による表現に当たっては平均値が50になる

ように調整している。表 1と表2とを対比してみ

ると、特に人口が大きい地域が 1人当たりの順位

付けにおいて過大評価されている様子が分かる。

県民所得の上位10位に人口が大きい県が 7"""'8県

入っているし、行政投資の下位10県においても人

表2 県民所得と行政投資の回帰偏差値による相対評価

順位 1960 1970 1980 1990 1999 
県民所得 偏差値 1 奈良 71.85 滋賀 69.68 富山 74.86 滋賀 70.38 滋賀 72.70 

上位10県 2 滋賀 70.27 香川 65.89 滋賀 66.64 山梨 70.32 石川 65.61 
3 石川 68.89 石川 64.28 福井 64.09 富山 68.16 福井 65.57 
4 宮山 65.75 富山 63.55 香川 63.98 福井 64.49 山梨 65.38 
5 京都 63.43 奈良 62，16 栃木 63.26 石川 63.48 富山 63.76 
6 山口 61.24 京都 61.50 石川 58.56 鳥取 59.07 栃木 62.10 
7 岐阜 59.78 三重 61.39 三重 57.59 栃木 59.00 香川 58.76 
8 広島 59.62 広島 58.68 広島 57.39 香川 58.73 群馬 58.58 
9 愛知 59.39 岡山 58.34 京都 57.04 奈良 58.72 徳島 58.05 
10 神奈川 59.18 和歌山 57.68 茨城 56.46 長野 57.46 東京 56.24 

偏差値 38 福島 42.95 福島 41.12 大分 45.05 岩手 41.18 熊本 41.35 
下位10県 39 高知 41.34 佐賀 39.65 山形 43.48 島根 40.55 和歌山 39.95 

40 青森 37.01 熊本 36.61 愛媛 43.46 佐賀 40.54 青森 39.17 
41 大分 36.55 青森 36.08 岩手 36.84 青森 40.27 島根 38.88 
42 長崎 36.22 岩手 35.75 鹿児島 35.13 和歌山 38.73 愛媛 36.77 
43 島根 35.83 大分 35.51 青森 34.33 鹿児島 35.02 長崎 33.79 
44 熊本 35.49 長崎 35.47 長崎 34.18 長崎 34.22 高知 33.62 
45 宮崎 32.87 宮崎 32.68 宮崎 32.71 高知 30.03 鹿児島 33.04 
46 鹿児島 31.90 島根 26.98 沖縄 25.70 宮崎 29.31 宮崎 30.41 
47 岩手 31.68 鹿児島 26.39 島根 21.51 沖縄 29.07 沖縄 21. 71 

行政投資 偏差値 順位 1960 1970 1980 1990 1999 
上位10県 1 山梨 75.31 両知 75.09 島根 76.95 島根 80.70 島根 82.63 

2 三重 70.67 徳島 72.11 新潟 71.94 高知 72.23 北海道 66.08 
3 宮崎 66.52 富山 70.18 高知 69.81 北海道 64.30 高知 65.89 
4 滋賀 66.49 千葉 67.62 岩手 69.55 長野 64.23 新潟 64.40 
5 奈良 64.00 新潟 65.55 鳥取 64.06 新潟 61.61 徳島 64.32 
6 愛知 63.02 北海道 63.99 北海道 63.50 東京 58.43 岩手 60.96 
7 北海道 57.58 石川 59.03 沖縄 59.41 山形 58.23 長野 60.24 
8 神奈川 57.08 兵庫 58.90 宮城 57.96 愛媛 57.88 鹿児島 59.17 
9 大阪 56.51 奈良 57.60 青森 57.75 兵庫 57.02 山形 58.04 
10 岩手 56.44 長野 57.08 福岡 55.34 秋田 56.39 兵庫 57.93 

偏差値 38 青森 42.89 山口 42.13 尽都 42.78 一重 44.57 熊本 43.05 
下位10県 39 島根 42.20 宮崎 41.67 愛媛 42.39 京都 43.86 栃木 42.30 

40 茨城 40.02 香川 41.42 大分 40.93 山梨 41.99 群馬 42.06 
41 熊本 39.30 鹿児島 40.77 滋賀 40.26 石川| 40.90 岡山 41.44 
42 群馬 39.25 山梨 39.58 福井 40.23 山口 39.78 滋賀 36.88 
43 高知 38.87 京都 38.59 三重 36.65 宮崎 38.34 佐賀 35.94 
44 徳島 35.62 青森 38.32 香川 33.86 栃木 36.24 福井 35.62 
45 栃木 35.28 大分 37.61 徳島 32.28 奈良 33.53 和歌山 33.33 
46 佐賀 28.52 群馬 35.25 和歌山 31.42 香川 27.41 奈良 29.15 
47 L呈L川 24.40 長崎 31.48 和歌山 23.02 香_111 27.09 
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表3 行政投資の回帰偏差の県民所得の回帰偏差への回帰の傾きと決定係数

年 1955 I 1960 I 1965 I 1969 I 1970 I 1971 I 1972 I 1973 I 1974 I 1975 I 1980 I 1985 I 1990 I 1995 I 1999 

都市圏
b~ -0.0294 0.5577 0.0767 -0.8968 -0.8696 -1.1418 -0.8845 0.2409 1.1077 0.1942 -1.0276 -0.5038 -0.5586 -0.5574 -0.5687 

R"2 0.0∞6 0.2553 0∞56 0.2060 0.3336 *0.5019" 0.3603本 0.0653仏5811紳 0.00540.3636* 0.2768 0.1894 0.1815 0.1809 

地方圏
b~ 0.1750 O.∞31 0.2378 0.2352 0.4306 0.2633 0.1484 0.2008 0.1253 -0.0556 -0.3934 -0.1843 -0.2262 -0.2188 -0.2614 

R"2 0.0244 O.∞∞ 0.0429 0.0552 0.1731* 0.0655 0目0194 0.0341 0.0164 O.∞32 0.1678本 0.0316 0.0481 0.0473 0.0688 

全体
b~ 0.1457 0.30370.2892 0.1944 0.3584 0.2263 0.1077 0.2767 0.2973 -0.0525 -0.4642 -0.2293 -0.2449 -0.2523 -0.3063 

R"2 0.0216 0.0918キ 0.0833本 0.03770.1308ホ 0.0508 0.0113 0.0749 0.0865ホ O.∞270.2125** 0.0525 0.0596 0.0638 0.0921< 

注 意、*ホは5%、 1%水準で統計的に有意であることを表している。

口が大きい6、7県が含まれていることが分かる。

県民所得は人口に対して下に凸であるから人口が

大きい県が過大評価されているのに対し、行政投

資は上に凸であるから人口が大きい都市が過小評

価される結果になっていることが明白に分かる。

回帰偏差値による相対評価に基づく順位付けでは

このような過大過小評価の効果は見られない。従

来の方法を十分克服していると言える。

これら回帰偏差値は標準化された偏差に基づい

ているから尺度フリーの値であるから、これらの

値を用いてさらに統計解析を行うこともできる。

従って、もし行政投資と県民所得に何らかの相互

の効果があればこれらの偏差聞の相関として検出

されるはずである。これを検討するために県民所

得と行政投資の回帰偏差値聞の相関を県民所得偏，

差値の行政投資偏差値への回帰で分析して、その

結果を表3に表している。

1960年'"'-'1970年頃は有意に正の相関を示してい

るが、 1980年から後は一貫して負の相聞を示して

おり、 1980年と1999年は負の相関は有意になって

いる。これらの結果は、おそらく、経済成長が強

図14 都市圏と地方圏の平均回帰偏差値の推移
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かった70年代頃までは行政投資も所得を伸ばすよ

うな効果をもたらしたのであろうが、 80年代以降、

経済成長の伸びが鈍化してくると行政投資は所得

に対して負の効果を及ぼすようになったと理解し

てよいのかも知れない。

90年代の行政投資と県民所得の負の相聞は都市

圏内部においても検出される。都市圏としてまと

めた12県の内部で行政投資と県民所得の聞に強い

負の相聞があるということを意味している。従っ

て、一般に理解されているような「行政投資は地

方の所得を伸ばす効果はない」といった単純な「都

市対地方」の構図ではないように感じられる。都

市圏内部で既に投資効率が悪い様子を示している。

地域を都市圏と地方圏に分け、それぞれの圏域

で県民所得と行政投資の回帰偏差値の平均値を求

め、それらの変動を図10に示す。 75年頃までの都

市圏への投資がいかに大きかったか、そして同時

に、県民所得が高まっていたかが明陳に分かる。

これに比べると、 90年代以降の格差集中化傾向は

それほどはっきりとはしていない。

今回は回帰偏差という新しい統計量を用いて地

域格差を相対評価する手法を紹介した。図10に示

したように、地域間格差をこれほど明瞭に表した

統計量は未だないように思われる。既に述べたよ

うに、この回帰偏差(値)は尺度フリーであるか

ら、地域分析に当たって得られる幾つかの指標の

回帰偏差を合成した総合指標を創ることも出来る

し、多変量解析に発展させて因子分析やクラスタ

ー分析を行って地域に働く因子の検出や、地域間

の類似性の検出等に貢献できる強力な手法になる

ことが期待される。

次回は、行政投資と県民所得との因果関係をも

-81-

っと明確に検出するために共分散構造解析を用い

て解析してみる。また、因果関係の論議に無批判

に用いられている(比率の相関〉の陥穿について

も議論してみたい。
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